
総務常任委員会 管外行政視察報告

総務常任委員会委員長 戸来 守和

１．期日 令和７年１１月１０日（月）～１１日（火）

２．場所 山形県長井市

３．出席者

・委 員

戸来 守和 委員長 高村 人司 副委員長

出堀 満則 委員 畠中 泰子 委員

田代 博之 委員

・同行者

横舘 英昭 総務部副部長兼総合政策課長

長谷川 勝 情報企画課長

４．調査自治体の概要

山形県長井市

山形県置賜地方に位置する。人口 ２４,０３３人【令和 7年 9月末時点】

東芝・グンゼなどの企業を誘致し、製造業を中心とする企業城下町をして発展。

近年は企業の撤退や人口減少等で厳しい情勢の中、地域資源を活かし地方創生に積極

的に取り組んでいる。
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５．調査事項 

（１）１１月１０日（月）　１３：００～ 

山形県長井市　ふるさと納税の取り組みについての調査 

相手方出席者　長井市議会　　　　内谷　邦彦　議長 

　　　　　　　長井市総合政策課　ふるさと納税推進室 

金子　隆史係長　　　ほか２名 

 

 

 

 

【視察概要】 

長井市だけでなく、山形県内の各自治体でも多くの寄付額を集め、貴重な自主財源とし

ている。 

長井市のふるさと納税寄付額は令和６年度で８．４億円となっており、二戸市の令和６

年度の寄付額のおよそ４倍となっている。なぜ寄付額が二戸市の４倍となっているのか、

また令和２年度から５年度までは２桁億円の寄付額であったのが、納税額が減少したの

か、今後の納税額アップの方策はお持ちなのかなどを視察調査した。 
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【主な調査結果】 

・令和６年度の納税額の主力返礼品目は何なのか。 

　以下の資料のとおり、果樹を中心とした青果が主な返礼品目である。 

　 

　ぶどう、りんご、さくらんぼなど、山形県らしさが表れている。 

・令和元年～令和６年度までの寄付額の推移について 

以下の資料のとおりである。 
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令和元年の寄付額は、５．０８億であったのが、ビールの原料となるホップを生産して

いたことからキリンビールを返礼品とした令和２年度には１５．７億まで寄付額を伸ばし

ている。しかし、総務省の返礼品ルール改定（地場産品基準第３号）がありビールを返礼

品として提供できなくなった令和６年度に、一気に納税額が減少する結果となった。 

 

・今後の取り組みについて 

　 

 

 

 

 

 

 

 

　　返礼品ページのブラッシュアップを継続し、定期便や近隣市町村との連携なども 

今後の納税寄付額増のカギであるということであった。 

【今後の二戸市のふるさと増税額増加への施策考察】 

今回、長井市の取組を調査したが、一度大きく増加した寄付額が減少したにも関わらず

８．４億円の寄付額となっていることも大きな調査目的であった。 

山形県は県全体でもふるさと納税寄付額が二けた億円の団体が多く、それは強みを活か

した返礼品強化(果樹・肉・米が中心)にほかならない。また、二戸市では各業者ごとに返

礼品を配送しているが、長井市は民間業者への委託により返礼業務を一括で行っている。 

また、長井市ではポータルサイトに「さとふる」を用いている。 

ふるさと納税寄付額アップへは、 

・より強みを活かした返礼品を主力品となるように、サイト上だけでなくその返礼品そ

のものの良さをＰＲする情報発信の場を増やすこと。 
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・より円滑に返礼品の配送や集荷ができる民間業者の発掘や人材育成 

・ポータルサイトの有効性を確認し、より多くの寄付額に結び付けるようにチャレンジ

すること。 

が必要であると考える。 

　・子どもの時からふるさと納税に対する意識付けをし、将来的な寄付額アップに向けた 

　教育の場を設けることも必要であると考える。 

（２）１１月１０日（月）　１５：００～ 

　長井市遊びと学びの交流施設　くるんと　施設見学 

施設概要：「くるんと」は、子どもの屋内遊戯場と図書館が一体となった施設である。 

長井駅から駅舎併設の市役所庁舎を通りシェルターを通って館内に入場できる。 

（雨に当たらずにアクセスできるのが魅力） 

　　養蚕業や繊維産業が盛んであった長井市。当時操業していたグンゼ（株）の工場跡地

に作られたこの施設は、一般公募により繭を連想させる建物の形とネーミングとなって

いる。 
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【長井市立図書館】 

　・図書館エリアは、図書スペースだけでなく、学習スペースやコワーキングスペース、

視聴覚スペース、会議ができるスペースもある。ベンチ・ソファーなども豊富にあり、

幅広い世代の生涯学習の場として活用されている。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

【長井市子育て世代活動支援センター】 

・令和５年の開館当時から３０万人もの利用者が訪れている施設。利用者の内訳は３割が

長井市内の方で、それ以外は県外や長井市民以外の山形県民という施設である。子育て世

代の人気の高さが伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

クジラをモチーフとしたボールプール（くるんとラグーン）やイベントステージもあ

る。子供の一時預けを施設にお願いすることもできることから、子育て世代の親御さんは

市内の店舗で買い物をゆっくり楽しむこともできる。 
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【施設見学を終えての考察】 

・二戸市でもなにゃーとメッセホールを活用した屋内遊園地「ゆるりらんど」を開催し、

多くの利用者で賑わいを見せている。 

　各自治体で財政規模や、財源が乏しい自治体ほど手を打ちづらい側面もありながら、当

市では子育て世代のニーズを把握し、身の丈に合った施策展開で一定の効果も見せてい

る。 

　一方で様々な生涯学習施設や文化芸術を楽しむための施設が二戸市は各所に点在してい

るとも言えるため、今後こう言った複合施設の整備計画は、若い世代の声も取り入れなが

ら取り組んでいくことが大切であろうと思う。 

 

（３）１１月１１日（火）　１０:３０～ 

　スマートシティ長井の実現へ向けた取り組みの調査と「ながいコイン」体験 

 

【スマートシティ長井とは】 

　「様々な分野でデジタル技術を活用し、誰もが安心して、住み慣れた地域でいつまでも

暮らせるまちである長井」を「スマートシティ長井」とし、実現に向けて各種取り組み

を行っている。 
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【二戸市の現状】 

　第２次二戸市総合計画に基づいて、令和２年度より二戸市情報化計画を進めている当

市であるが、ＧＩＳデータの活用など市民生活に直結したデジタルの活用においては、

窓口業務のデジタル化（コンビニ交付制度）など進捗著しいところはあるものの市民の

実感というところには至っていない現状がある。 

【スマートシティ長井のこれまでの取り組みと現状】 

　 

　　スマートシティ長井は、国のデジタル田園都市国家構想交付金を活用した事業として

２０１８年度に実現に向けた取り組みを開始し２０２０年７月にデジタル推進室を発

足、２０１２年度にスマートシティ長井実現計画を申請、同年８月に事業採択され今年

度が事業最終年度となっている。 
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【調査概要】 

１）スマートシティ長井を実現しようとした目的と背景 

　急速に進む人口減少・少子高齢化が進む長井市のこれからの人手不足解消や市民サー

ビスの向上のために、内谷（うちや）長井市長の旗振りの下、実施に向けて行動するこ

ととなった。 

 

２）実施事例の長井市当局からの説明 

① 子どもたちの見守りを目的とした行動範囲把握 

　ＧＰＳ端末を利用した子供の見守りシステムを構

築している。これにより、先出のくるっとに遊びに

行っている子供たちに水分を忘れた子供へ水分を親

御さんが届けたりや、登下校による不慮の事態など

に備えることが出来ている。一番の利点は、自分の

子供がどこで活動をしているかが携帯端末を通じて

リアルタイムで把握できることである。 
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② 公共交通機関のルート改善を目的とした路線バス利用者把握およびバス停利用状

況データ把握 

市民の足である市営路線バスの市民のバス停利用データをＲＦＩＤ※１を活用して

データを収集し、ダイヤの改正やバス停の位置変更を行った。 

※１　ＲＦＩＤ・・・・ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification）とは、 

電波を用いて RF タグのデータを非接触で読み書きするシステム。 

バーコードのスキャンと異なり、RFID は電波で複数のタグを一気にスキャンするこ

とができる。 

電波が届く範囲であれば、タグが遠くにあっても読み取りが可能。 

一般企業でも在庫管理や顧客行動把握などに幅広く使われている。 

 

③ 鳥獣被害対策を目的としたＡＩカメラでの監視 

生成ＡＩを用いた監視カメラで、クマやイノシシなどの出没をカメラに映った時

点で出没した鳥獣を判断し、情報を瞬時に市民に発信するようにしている。 
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④ ＧＩＳデータを活用した、市民サービスの向上 

これらの取り組みを通じて蓄積されたデータや保有データを横連携させて、上記

資料の通りにハザードマップ策定やより便利な市民サービスに繋げていた。 
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３）予め当局へ質問事項をまとめていたものに対しての長井市の回答 

 

※質疑回答書を添付いたします（P15 資料参照） 

 

　４）スマートストアや地域通貨ながいコインの活用実体験 

　　長井市ではスマートストア、いわゆる無人販売所を市役所内に開設している。 

　　そのほか市内１カ所にスマートストアを設置している、 

　　以下、市内伊佐沢地区の実例を参照ください。 

　 

 

 

 

 

 

 

　 

　長井市役所内のスマートストアについても実際に当局

からの説明を受け体験した。 

　写真を参照ください。 

　長井駅と市役所が併設されており、駅ホーム入り口 

付近にあることから、電車の待ち時間などで利用する 

客数も多いと感じた。 
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・ながいコインは、道の駅川のみなと長井で実際に利用して体験した。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル地域通貨ながいコインは、住民への還元プラットフォームとして、市独自のデ

ジタル通貨として展開している。プレミアム商品券のデジタル化や、自治体からの還元・

経済支援など各種施策を統一基盤で運用している。 

以下資料を参照ください。 
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【スマートシティ長井を調査しての考察とまとめ】 

・今回長井市の取り組みを目の当たりにし、互いに高齢化が進む自治体という共通点か

ら、デジタルを市民生活に活かすことこそ持続可能なまちづくりに繋がると感じた。ま

た、最初はご高齢の方々に疎い世界であろうデジタル化社会であるが、そういったところ

も施策に反映し一歩一歩前に進むことで、幅広い世代の皆様が実感ある市民サービスの向

上につながるものだと感じている。 

・スマートシティ長井は国の交付金活用事業である。座学調査のとき以外の場面で、交付

金採択に向けた苦労話も当局の方にお聞きした。この事業は、内谷長井市長がデジタル化

に向けたビジョンを当局職員や市民に示し、自らが国からの交渉や民間人材登用に向けて

行動力を発揮したからこそ実現したことであったと振り返っておられた。 

・当局内でのデジタル人材の育成性も感じる。本当に今必要なデジタル活用の分野は何な

のかを見極める眼力もこれから育成および人材発掘していく必要がある。 

・財源が乏しい自治体にとって、国の交付金は重要で有利な財源である。これから本格的

なデジタル施策を展開するのであればデジタル人材の育成や確保も大切であるが、財源確

保の面で、交付金獲得の戦略も同時に重要になってくると感じた。 

 

　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長井市議会　議場にて　総務常任委員会視察メンバー
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